
付 録

本付録は、 本市が「 川越市マンショ ン管理適正化推進計画」 の策定過程において把握し

たマンショ ン管理に関する 現状等を取り ま と めたも ので、 「 川越市マンショ ン管理適正化

推進計画」 の理解を深める こ と を目的と し た資料です。
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第２ 章． 管理状況（ 基準適合状況）

１ ． 「 助言、 指導及び勧告を 行う 際の判断の基準の目安」 （ 助言等基準） と の適合状況 · · · 付1 4

２ ． 「 管理計画の認定の基準」 （ 認定基準） と の適合状況 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 付1 6

本付録について

① 本付録は、 令和３ 年度に本市が市内全分譲マンショ ン【 302団地（ 311団体） 】 を対象に

実施し た「 川越市分譲マンショ ン実態調査」 に回答いただいた154団地（ 156団体） の

回答を基に作成し ていま す。

② 対象マンショ ンは、 市内分譲マンショ ンのう ち、 法第２ 条に規定さ れる 、

「 2以上の区分所有者が存する 建物で、 人の居住の用に供する 専有部分がある も の」 です。

③ 表・ グラ フ 等の百分率については、 小数点以下第２ 位を四捨五入し てある ため、 回答に

おいて、 総数と 各選択肢の合計は必ずし も 一致し ま せん。

④ 回答者数を分母と し て百分率を計算し ている ため、 複数回答の場合には、 各選択肢の割合を

合計する と 100% を超える 場合があり ま す。

⑤ 回答結果を見やすく する ため、 選択肢の一部を省略・ 編集し ている 場合があり ま す。



第１ 章． 本市マンショ ンにおける 管理状況

第１ 章は、 本市マンショ ンにおける 管理状況について取り ま と めたも のです。

マンショ ンス ト ッ ク 状況や、 マンショ ンの管理状況（ 「 管理組合の運営」 、 「 管理規約」 、

「 管理組合の経理」 、 「 長 期修繕計画の作成及び見直し 等」 、 「 区分所有者の高齢化及び非居住

化の状況」 ） について、 現状を取り ま と めま し た。
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項 目 質 問

２ -１ ． 管理組合の運営

・ 管理者等の選任の有無

・ 監事の選任の有無

・ 総会の開催状況

２ -２ ． 管理規約

・ 管理規約の有無

・ 管理規約の改正の有無

・ 管理規約の改正時期

・ 管理規約に定める 項目について

２ -３ ． 管理組合の経理

・ 修繕積立金を徴収し ている か

・ 月あたり の修繕積立金額

・ 管理費と 修繕積立金は区分経理さ れている か

・ 修繕積立金の徴収額の根拠

・ 修繕積立金会計から 他の会計への充当はある か

・ 管理費ま たは修繕積立金を3か月以上滞納し ている 住戸はある か

２ -４ ． その他

・ 区分所有者名簿の有無

・ 区分所有者名簿の更新頻度

・ 居住者名簿の有無

・ 居住者名簿の更新頻度

３ ． 長 期修繕計画の作成
及び見直し 等

・ 長 期修繕計画の有無

・ 長 期修繕計画の改正時期

・ 長 期修繕計画の計画期間

・ 長 期修繕計画の計画期間に含ま れる 大規模修繕工事の回数

・ 長 期修繕計画の計画期間の最終年度において、

借入金の残高のない計画か

４ ． 区分所有者の高齢化
及び非居住化の状況

・ 高齢者（ 65歳以上） のみの住戸の有無

・ 全住戸に対する 高齢者のみの住戸の割合

・ ３ か月以上空室になっている 住戸の有無

・ 全住戸に対する ３ か月以上空室になっている 住戸の割合



■ 現状

１ ． 本市マンショ ンス ト ッ ク

・ 本市における マンショ ンス ト ッ ク は、 302団地、 489棟、 19,994戸。

・ 1棟あたり の平均住戸数は40戸で、 全国平均(69戸)と 比較する と 小規模なマンショ ンが多い。

・ 築年数ごと のス ト ッ ク 数をみる と 、 築年数が20年から 30年未満と 、 30年から 40年未満のス ト ッ ク

が、 それぞれ全体の30％、 合計する と 60％以上を占めている 一方で、 10年未満のス ト ッ ク 割合は、

4％と 、 近年の供給量が減少し ている 。

ス
ト
ッ
ク
戸
数

新
規
供
給
戸
数

＊1983年には川越最大のマンショ ン供給あり （ 1,445戸）

築40年以上
（ 高経年マンショ ン）

築30年～ 築20年~ 築10年~ 築10年未満

■ 築年数ごと の供給ス ト ッ ク 数（ 戸）

10年未満
10～20年

未満
20～30年

未満
30～40年

未満
40年以上 計

供給戸数 865 3,874 6 ,093 6,497 2,665 19 ,994 

供給棟数 16 57  117 222  77 489 

1棟あたり の
平均戸数

54 68 52  29 35 41

ス ト ッ ク 全体
に占める 割合

4.3% 19.4% 30.5% 32 .5% 13 .3% 100%

■ 本市マンショ ンス ト ッ ク （ 戸） 推移

【 ス ト ッ ク 】
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2 -1 ． 管理組合の運営

【 組合運営】

■ 現状

・ 管理者等を選任し ている マンショ ンは、 88.5 ％（ 138団体） 。

・ 監事を選任し ている マンショ ンは、 89.1  ％（ 139団体） 。

・ 年１ 回以上総会を開催し ている マンショ ンは、 92.3 ％（ 144団体） 。

■ 管理者等の選任の有無

管理等者を選任し ている
88.5%  

（ 138  団体）

不明

11.5  % （ 18  団体）

1 5 6 団体

■ 監事の選任の有無

監事を選任し ていない

不明

5.8 % （ 9  団体）

5.1 % （ 8 団体）

1 5 6 団体

監事を選任し ている

89.1  %  
（ 139  団体）

■ 総会の開催状況

ほと んど 開催し ていない

3.2  % （ ５ 団体）

1 5 6 団体

年に１ 回以上開催

92.3 %
（ 144  団体）

開催し たこ と はない
0.6 % （ 1 団体）

不明
3.8 % （ 6  団体）
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2 -2 ． 管理規約

【 組合運営】

■ 現状

・ 管理規約を作成し ている マンショ ンは、 97.4％（ 152団体） 。

・ 管理規約を改正し ている マンショ ンは、 84.0％（ 131団体） 。

・ 管理規約を５ 年以内（ 2017年～2021年） に改正し ている マンショ ンは、 67.3 ％（ 105団体） 。

・ 管理規約で定める 項目について、

「 専有部分の立ち入り 」 の項目を定めている マンショ ンは、 78.8％（ 123団体） 、

「 修繕等の履歴情報の管理」 の項目を定めている マンショ ンは、 47.4％（ 74団体） 、

「 管理組合の財務・ 管理に関する 情報提供」 の項目を定めている マンショ ンは、 67.3％（ 105団体） 。

■ 管理規約の有無

有り

97.4  % （ 152 団体）

不明

0.6 % （ 1 団体）

1 5 6 団体

■ 管理規約の改正の有無

改正し ていない

改正の有無不明
5.1  % （ 8 団体）

8.3 %  （ 13  団体）

無し

1.9 % （ 3 団体）

改正し ている

84.0  % （ 131 団体）

■ 管理規約の改正時期

2012年～2016年改正

6.4 % （ 10  団体）
2017年～2021年改正

67.3  % （ 105 団体）

改正時期不明
7.1 % （ 11  団体）

2011年以前改正

3.2 % （ 5 団体）

規約無し 等

1 5 6 団体

1 5 6 団体

2.6 % （ 4 団体）

規約無し ・ 改正無し 等

16.0  % （ 25団体）
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定めていない

不明

13.5  % （ 21  団体）

16.7% （ 26  団体）

定めている

67.3  % （ 105 団体）

規約無し 等

1 5 6 団体

2.6 % （ 4 団体）

定めていない

不明

13.5  % （ 21  団体）

36.5  % （ 57  団体）

定めている

47.4  % （ 74  団体）

規約無し 等

1 5 6 団体

定めていない

不明

10.3 % （ 16 団体）

8.3 % （ 13  団体）

定めている

78.8  % （ 123 団体）

規約無し 等

1 5 6 団体

2.6 % （ 4 団体）

■ 管理規約に「 専有部分の立ち入り 」

に関する 項目を定めている か

■管理規約に「 修繕等の履歴情報の管理」

に関する 項目を定めている か

■ 管理規約に「 管理組合の財務・ 管理に関する 情報提供」

に関する 項目を定めている か

2 .6 % （ 4  団体）
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不明
18.6  %

（ 29 団体）

250以上
10.3  %

（ 16 団体）

100未満
4.5％（ 7 団体）

1 5 6 団体

100以上150未満
21.2％（ 33 団体）

150以上200未満
20.5％（ 32 団体）

200以上250未満
19.2％（ 30 団体）

徴収し ていない等

■ 管理費と 修繕積立金は

区分経理さ れている か

区分経理し ている

89.1 %  （ 139 団体）

不明
0.6 %  

（ 1 団体）

4.5 %  （ 7 団体）

2 -3 ． 管理組合の経理

【 組合運営】

■ 現状

・ 修繕積立金を徴収し ている マンショ ンは、 94.2  ％（ 147団体） 。

・ 月あたり の修繕積立金額（ 円/㎡） は、 100円以上150円未満/㎡が21.2％（ 33 団体） で最も 多い。

・ 管理費と 修繕積立金を区分経理し ている マンショ ンは、 89.1 ％（ 139団体） 。

・ 長 期修繕計画に基づき 修繕積立金を算出し ている マンショ ンは、 66.7 ％（ 104団体） 。

・ 修繕積立金会計から 他の会計へ「 充当し ていない」 と 回答し たマンショ ンは、 76.9 ％（ 120団体） 。

・ 管理費ま たは修繕積立金を３ カ月以上の滞納の有無について、 「 滞納がない」 と 回答し たマンショ ン

は、 58.3  ％（ 91団体） 。

■ 修繕積立金を徴収し ている か

徴収し ている

94.2  % （ 147 団体）

不明
1.9 % （ 3 団体）

1 5 6 団体

徴収し ていない
3.8 % （ 6  団体）

区分経理し ていない

■ 修繕積立金の徴収額の根拠

不明
6.4 %  (10 団体）

長 期修繕計画に
基づいた金額

66.7  %  ( 104  団体）

■ 月あたり の修繕積立金額（ 円/㎡）

管理費の一定割合
10.9  %  ( 17  団体）

近隣マンショ ン
の金額を参考
1.9  %  (3  団体）

その他
8.3 %  (13 団体）

5.8 ％（ 9 団体）

1 5 6 団体

徴収し ていない等
5.8 ％（ 9 団体）

徴収し ていない等
5.8 ％ (9  団体）

1 5 6 団体
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■ 管理費ま たは修繕積立金を３ カ月以上

滞納し ている 住戸はある か

■ 修繕積立金会計から

他の会計への充当はある か

不明
9.0 % （ 14 団体）

有り

不明

11.5  % （ 18  団体）

30.1 % （ 47 団体） 1 5 6 団体

充当し ていない

76.9 % （ 120 団体）

充当し ている
8.3  % （ 13  団体）

無し

58.3  % （ 91  団体）

徴収し ていない等
5.8 ％（ 9 団体）

1 5 6 団体
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2 -４ ． その他

【 組合運営】

■ 現状

・ 区分所有者名簿を作成し ている マンショ ンは、 83.3 ％（ 130団体） 。

・ 区分所有者名簿の更新頻度は、 「 都度更新」 が最も 多く 61.5 ％(96団体)、 「 年1回更新」 は5.1  ％

(8団体)。

・ 居住者名簿を作成し ている マンショ ンは、 72.4 ％（ 113団体） 。

・ 居住者名簿の更新頻度は、 「 都度更新」 が最も 多く 48.7 ％(76団体)、 「 年1回更新」 は3.2 ％

(5団体)。

■ 区分所有者名簿の有無

有り

83.3  %  
（ 130  団体）

不明
8.3  % （ 13  団体）

1 5 6 団体

■ 区分所有者名簿の更新頻度

■ 居住者名簿の有無 ■ 居住者名簿の更新頻度

無し

都度更新

61.5  %  ( 96  団体）

不明

10.9 % （ 17  団体）

更新し ていない
5.8 % （ 9 団体）

年１ 回更新

5.1 % （ 8 団体）

有り

72.4  %
（ 113  団体）

不明
9.0  % （ 14  団体）

1 5 6 団体

18.6  % （ 29  団体）
都度更新

48.7 % （ 76  団体）

不明
10.9 % （ 17  団体）

更新し ていない
9.6 % （ 15  団体）

年１ 回更新
3.2%  （ 5 団体）

無し

8.3 % （ 13  団体）

1 5 6 団体

名簿無し 等
16.7 % （ 26 団体）

1 5 6 団体

名簿無し 等

27.6 % （ 43 団体）
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1 5 6 団体

３ ． 長 期修繕計画の作成及び見直し 等

【 維持保全】

■ 現状

・ 長 期修繕計画を作成し ている マンショ ンは、 75.6 ％（ 118団体） 、 作成中ま たは作成を予定し てい

る マンショ ンは、 6.4 ％（ 10団体） 。

・ 長 期修繕計画を７ 年以内（ 2014年～2021年） に改正し ている マンショ ンは、 57.7 ％（ 90団体） 。

・ 長 期修繕計画の計画期間を30年以上と し ている マンショ ンは、 46.8 ％（ 73団体） 。

・ 長 期修繕計画の計画期間に実施さ れる 大規模修繕工事の回数を２ 回以上と し ている マンショ ンは、

58 .3 ％（ 91団体） 。

・ 長 期修繕計画の計画期間の最終年度において、 借入金の残高のない計画と し ている マンショ ンは、

46.8 % （ 73  団体） 。

■ 長 期修繕計画の有無

有り

75.6% （ 118 団体）

不明

5.8 % （ 9 団体）

1 5 6 団体

■ 長 期修繕計画の改正時期

2013年以前改正

改正時期不明
7.1%  （ 11 団体）

10.9 % （ 17  団体）

無し

12.2  % （ 19団体）

■ 長 期修繕計画の計画期間

2014年～2021年改正
57.7 %  （ 90 団体）

30年以上

46.8 % （ 73  団体）

不明

9.6 %  （ 15  団体）

１ 回以下

不明

9.0 % （ 14  団体）

8.3 % （ 13  団体）

1 5 6 団体 ２ 回以上

58.3 % （ 91  団体）

■ 長 期修繕計画の計画期間に含ま れる

大規模修繕工事の回数

20年以30年未満10年以20年未満

10年未満

10.3 % （ 16団体）7.7 % （ 12団体）

1.3 % （ 2団体）

作成中、 作成予定

6.4 %
（ 10 団体）

計画無し 等

17.9 %  
（ 28 団体）

作成中、 作成予定

6.4 % （ 10  団体）
1 5 6 団体

計画無し 等
17.9 %  

（ 28 団体）

1 5 6 団体

作成中、 作成予定
6.4 % （ 10  団体）

作成中、 作成予定
6.4 % （ 10  団体）

計画無し 等
17.9 %  

（ 28 団体）
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1 5 6 団体

作成中、 作成予定
6.4 % （ 10  団体）

計画無し 等
17.9 %  

（ 28 団体）

借入金の残高がない

46.8 % （ 73  団体）

借入金の残高がある

14.7 % （ 23  団体）

不明

14.1 % （ 22  団体）

■ 長 期修繕計画の計画期間の最終年度に

おいて、 借入金の残高のない計画か
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４ ． 区分所有者の高齢化及び非居住化の状況

【 その他】

■ 現状

・ 高齢者（ 65歳以上） のみの住戸がある マンショ ンは、 39.8 % （ 62団体） 。

・ 全住戸に対する 高齢者のみの住戸の割合（ 高齢化住戸率） は、 21.3 % と なっている 。

・ 築40年以上のマンショ ンにおける 高齢化住戸率は、 42.3 % と 、 経年に伴い区分所有者の高齢化が

進行し ている 。

・ 全住戸に対する ３ カ月以上空室になっている 住戸の割合（ 空室率） は2.6% と なっている 。

築40年以上のマンショ ンにおける 空室率は、 7.6 % と 、 経年に伴い空室化も 進行し ている 。

■ 高齢者（ 65歳以上） のみの住戸の有無

有り

39.7 % （ 62  団体）

不明

52.0 % （ 81  団体）

1 5 6 団体

■ 全住戸に対する 高齢者のみの住戸の割合

【 築年数別】

無し

8.3 % （ 13  団体）

■ ３ カ月以上空室になっている 住戸の有無

有り

30.1  % （ 47  団体）

不明

24.4  % （ 38  団体）

1 5 6 団体

■ 全住戸に対する ３ カ月以上空室になって

いる 住戸の割合 【 築年数別】

無し

45.5  % （ 71  団体）

0% 50% 100%

居住住戸 97 .5 ％ ( 6 ,68 5  戸)全体
( n=  6 ,86 0戸)

築10年～
20年未満

( n=   1 ,344戸)

築20年～
30年未満

( n=   2 ,051戸)

築30年～
40年未満

( n=   1 ,85 0戸)

築40年以上
( n=   1 ,314戸)

築10年未満
( n=    3 01戸)

空室住戸

2.6  ％ ( 175  戸)

100  ％ ( 30 1  戸)

99 .9 ％ (1 ,342  戸)

0 .1 ％ ( 2  戸)

99 .2  ％ (2 ,035  戸)

0 .8  ％ (16  戸)

96 .9 ％ (1 ,793  戸)

3 .1 ％ (57  戸)

92 .4  ％ (1 ,214  戸)

7 .6  ％ ( 100  戸)

0% 50% 100%

それ以外の住戸 78.7  ％ (4 ,198  戸)全体
( n=  5 ,33 4 戸)

築10年～
20年未満

( n=   434  戸)

築20年～
30年未満

( n=   1 ,243  戸)

築30年～
40年未満

( n=   2 ,601  戸)

築40年以上
( n=   91 0戸)

築10年未満
( n=    1 46  戸)

95 .9  ％ (14 0  戸)

86 .4  ％ (37 5  戸)

83 .3  ％ (1 ,036  戸)

81 .6  ％ (2 ,122  戸)

57 .7  ％ (52 5  戸)

高齢者のみの住戸

21.3  ％ ( 1 ,1 36  戸)

4 .1  ％ (6  戸)

1 3 .6  ％ ( 59  戸)

1 6 .7  ％ ( 207  戸)

1 8 .4  ％ ( 479  戸)

42 .3  ％ (385  戸)
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第２ 章． 管理状況（ 基準適合状況）

第２ 章は、 第１ 章で取り ま と めた管理状況を、 マンショ ン管理適正化法（ 以下、 法と いう 。 ）

に基づく 管理の基準に照ら し 、 その適合状況を取り ま と めたも のです。

第１ 章で取り ま と めた本市マンショ ンにおける 管理状況を、 法第５ 条の２ の規定に基づく 「 助

言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 と 、 法第５ 条の４ の規定に基づく 「 管理計画の

認定の基準」 に照ら し 、 その適合状況を取り ま と めま し た。

■ 「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 と は

■ 「 管理計画の認定の基準」 と は

「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 は、 令和２ 年の法改正によ り 新たに規定さ れ

た基準で、 地方公共団体が、 マンショ ンの管理者等に対し 、 マンショ ンの管理の適正化を図る ために

必要な助言及び指導を行う 際の基準の目安と し て、 国において示さ れたも のです。

本基準に適合し ない管理状況のマンショ ンの管理者等に対し 、 地方公共団体は、 マンショ ンの管理

の適正化を図る ために必要な助言や指導を行う こ と ができ ま す。

「 管理計画の認定の基準」 は、 令和２ 年の法改正によ り 新たに創設さ れた管理計画認定制度におい

て、 地方公共団体が、 マンショ ンの管理者等に対し 行う 管理計画の認定の際の基準と なる も のです。

管理計画認定制度は、 マンショ ンの管理者等が、 自ら のマンショ ンの管理計画を、 地方公共団体に

提出し 、 本基準を満たす場合、 適正な管理がさ れている マンショ ンと し て、 地方公共団体の認定を受

ける こ と ができ る 制度です。
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・ 「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 の全項目に適合し ている マンショ ンは、

35.3％（ 55団体） 。

１ ． 「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 （ 法第５ 条の２ ） と の適合状況

１ ． 管理組合の運営

0% 50% 100%

不適合 1 1.5  ％

( 18団体（ 不明 18  団体含む） )

適合 8 8 .5 ％（ 1 3 8  団体）

⑵ 集会を年に一回以上開催する こ と

２ ． 管理規約

⑴ 管理組合の運営を円滑に行う ため

管理者等を定める こ と

0% 50% 100%

不適合 7.7  ％

( 12  団体（ 不明 6 団体含む） )

適合 9 2 .3  ％（ 1 4 4  団体）

0% 50% 100%

不適合 16 .0  ％

(2 5  団体（ 不明 9 団体含む） )

適合 8 4 .0  ％（ 1 3 1  団体）

管理規約を作成し 、 必要に応じ 、 その改正を行う こ と
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■ 「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 と の適合状況（ 各項目に対する 適合状況）

0% 50% 100%

不適合 64 .7 ％

( 101  団体（ 不明 30 団体含む） )

適合 3 5 .3  ％

（ 5 5 団体）

■ 「 助言、 指導及び勧告を行う 際の判断の基準の目安」 と の適合状況（ 全項目に対する 適合状況）

１ ． 管理組合の運営

２ ． 管理規約

３ ． 管理組合の経理

４ ． 長 期修繕計画の作成及び見直し 等

全項目に適合

し ている か



３ ． 管理組合の経理

４ ． 長 期修繕計画の作成及び見直し 等

0% 50% 100%

不適合 5 0.0  ％

( 78  団体（ 不明 26  団体含む） )

適合 5 0 .0 ％
（ 7 8  団体）

適時適切な維持修繕を行う ため、 修繕積立金を積み立てておく こ と
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0% 50% 100%

不適合 25.0  ％

(39  団体（ 不明 1 4 団体含む） )

適合 7 5 .0  ％（ 1 1 7  団体）

管理費及び修繕積立金等について明確に区分し て経理
を行い、 適正に管理する こ と



２ ． 「 管理計画の認定の基準」 （ 法第５ 条の４ ） と の適合状況

■ 「 管理計画の認定の基準」 と の適合状況

２ ． 管理規約

⑶ 集会を年に一回以上開催する こ と

0% 50% 100%

不適合 7.7  ％

(1 2  団体（ 不明 6 団体含む） )

適合 9 2 .3  ％ （ 1 4 4  団体）

１ ． 管理組合の運営

0% 50% 100%

不適合 11.5  ％

(18団体（ 不明 1 8 団体含む） )

適合 8 8 .5 ％ （ 1 3 8  団体）

⑵ 監事が選任さ れている こ と⑴ 管理者等が定めら れている こ と

0% 50% 100%

不適合 10.9  ％

(17団体（ 不明 9 団体含む） )

適合 8 9 .1 ％ （ 1 3 9  団体）

0% 50% 100%

不適合 2 .6  ％

( 4  団体（ 不明 1 団体含む） )

適合 9 7 .4  ％ （ 1 5 2  団体）

⑵ マンショ ンの適切な管理のため、 管理規約
において災害等の緊急時や管理上必要なと
き の専有部の立ち入り 、 修繕等の履歴情報
の管理等について定めら れている こ と

⑴ 管理規約が作成さ れている こ と

0% 50% 100%

不適合 55.1  ％

(86  団体（ 不明 2 4 団体含む） )

適合4 4 .9  ％
（ 7 0  団体）

⑶ マンショ ンの管理状況に係る 情報取得の円滑化
のため、 管理規約において、 管理組合の財務・
管理に関する 情報の書面の交付（ ま たは電磁的
方法によ る 提供） について定めら れている こ と

0% 50% 100%

不適合 32 .7  ％

(5 1  団体（ 不明22団体含む） )

適合 6 7 .3  ％ （ 1 0 5  団体）
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３ ． 管理組合の経理

⑴ 管理費及び修繕積立金等について明確
に区分し て経理が行われている こ と

⑵ 修繕積立金会計から 他の会計への充当が
さ れていないこ と

0% 50% 100%

不適合 10 .9  ％

(1 7  団体（ 不明 3 団体含む） )

適合 8 9 .1  ％ （ 1 3 9  団体）

0% 50% 100%

不適合 23.1  ％

(36  団体（ 不明 1 7 団体含む） )

適合 7 6 .9  ％ （ 1 2 0  団体）

⑶ 直前の事業年度の終了の日時点における
修繕積立金の三ヶ 月以上の滞納額が全体
の一割以内である こ と

0% 50% 100%

適合 8 2 .7  ％ （ 1 2 9  団体）

不適合 17 .3  ％

(2 7  団体（ 不明16団体含む） )

４ ． 長 期修繕計画の作成及び見直し 等

⑴ 長 期修繕計画が「 長 期修繕計画標準様式」
に準拠し 作成さ れ、 長 期修繕計画の内容
及びこ れに基づき 算定さ れた修繕積立金額
について集会にて決議さ れている こ と

⑵ 長 期修繕計画の作成ま たは見直し が七年
以内に行われている こ と

0% 50% 100%

不適合 44.2  ％

(69  団体（ 不明 1 6 団体含む） )

適合 5 5 .8  ％
（ 8 7  団体）

0% 50% 100%

不適合 42.3  ％

( 66  団体（ 不明20団体含む） )

適合 5 7 .7  ％
（ 9 0  団体）
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⑶ 長 期修繕計画の実効性を確保する ため、
計画期間が三十年以上で、 かつ、 残存期
間内に大規模修繕工事が二回以上含ま れ
る よ う に設定さ れている こ と

0% 50% 100%

不適合 55.1  ％

(86  団体（ 不明2 3団体含む） )

適合 4 4 .9  ％
（ 7 0  団体）

⑸ 長 期修繕計画の計画期間全体での修繕
積立金の総額から 算定さ れた修繕積立
金の平均額が著し く 低額でないこ と

⑹ 長 期修繕計画の計画期間の最終年度におい
て、 借入金の残高のない長 期修繕計画と
なっている こ と

0% 50% 100%

不適合 77 .6  ％

( 121  団体（ 不明 30 団体含む） )

適合 22 .4  ％
（ 35  団体）

0% 50% 100%

不適合 53.2  ％

(83  団体（ 不明 3 1 団体含む） )

適合 4 6 .8  ％
（ 7 3  団体）

５ ． その他

⑴ 管理組合がマンショ ンの区分所有者等へ
の平常時における 連絡に加え、 災害等の
緊急時に迅速な対応を行う ため、 組合員
名簿、 居住者名簿を備えている と と も に、
一年に一回以上は内容の確認を行ってい
る こ と

0% 50% 100%

不適合 50.6  ％

(79  団体（ 不明 32  団体含む） )

適合 4 9 .4  ％
（ 7 7  団体）

⑷ 長 期修繕計画において将来の一時的な修繕
積立金の徴収を予定し ていないこ と

0% 50% 100%

不適合 5 3.2  ％

( 83  団体（ 不明 28  団体含む） )

適合 4 6 .8  ％
（ 7 3  団体）
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